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ＤＶ被害者救済について
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ABSTRACT
　Generally, our society tolerates a large degree of sexual violence by explaining 
it away, and by considering sexual and domestic violence as part of the “private”
sphere even when its ef fects extend to the marketplace, a clearly “public”
sphere.
　While the incidence of violence at home has been publicly and widely 
recognized, and the physical effects of this abuse are well-documented and often 
obvious, it is quickly becoming apparent that intimate partner violence also 
affects women outside the home.
　By providing support to victims and empowering employers to take direct legal 
action against perpetrators, the new legislation helps employers and employees 
work together to address a shared interest in reducing the effects of domestic 
violence on the workplace.
　Related to the idea of a “targeted group” of “victims of domestic violence 
or sexual assault,” it seems logical that victims, as a group, should receive 
heightened protections under current discrimination and employment laws.
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はじめに
　ＤＶの被害者が虐待の関係から離れることができない事由について，そのひ
とつとして，その後の生活の問題が指摘されている。被害者がその生活の多く
の部分を加害者の収入に頼っている場合には，ただちに関係から離れることは
困難である。そのような場合のみならず，自身の職や収入源を持った被害者が
虐待者から離れ，十分に経済的に独立した生活が可能なときであっても，加害
者が被害者の職場にまで嫌がらせを続け，職務に多大な支障をきたしたり，さ
らにそれが原因でその職場を離れざるを得ない状況に追い込まれることが少な
くないことが報告されている。このような事態において被害者を救済するため
に，米国においては，そのひとつの可能性として，アファーマティブアクショ
ンの原理を適用し，アファーマティブな保護ないし救済を主張する論者もいる。
アファーマティブアクションとは，過去の差別を是正するために，人種等を考
慮した是正手段をとることであり，そして，そのような救済は，過去の具体的
な差別の除去に限られるのか，それともより広く過去の差別から生じた現在に
おける不利益を改善するためのものを含むのであるろうか
（ 1）
というテーマである。
　この原理を適用しＤＶの被害者を救済することを推奨する論者は，ＤＶの被
害者についてそれを理由とする解雇は，ＤＶ被害者に対する差別であると捉え
て，アファーマティブな救済を主張するものである。これらの論者の主張には，
アファーマティブアクションの原理の適用を積極的に主張するもの
（ 2）
，アファー
マティブアクションそのものの適用は困難であるとして，新たな法制度を創設
してアファーマティブな救済を主張するもの
（ 3）
が見受けられる。本稿では，これ
らの論者の主張をベースにして考察していこうと考える。ＤＶの被害者がその
虐待の関係から離れられない事由の一つは独立した生活を営むことができない
ことであり，この問題を解決せずしてＤＶの被害者の救済を実効たらしめるこ
とは困難であると考えられよう。被害者を加害者から離し独立した生活を可能
ならしめることが，唯一の解決方法あるいは救済方法であるとは考えないが，
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ＤＶ被害者の救済のための重要な救済手法の一つであると考えられよう。
第 1 章　ＤＶについての認識
１．ＤＶによる間接被害
　身体の安全以外の領域での被害者に対する多大な影響はかなり高いレベルで
認識されている。全米に亘って，被害者女性たちはＤＶの被害者という地位に
あることから，公的なそして補助を受けた住宅供給へのアクセスを拒否された
り，さらには既に居住している住居を追い出されたりという差別を受け続けて
いる
（ 4）
。このような住宅供給の問題に対応して，改正されたＶＡＷＡ（Violence 
Against Women Act） は，公的な住宅供給における被害者女性に対する差別禁
止条項や優遇的保護について定めている。条文は，家庭における被害者の安全
を確保するため 2000万ドルにのぼる予算を配している
（ 5）
。
　しかしＤＶは雇用においても被害者に影響を及ぼしているにもかかわらず，
それらの効果についてはあまり広く認識されていない。ＤＶの被害者の半数に
及ぶ人たちが，暴力に起因する困難，少なくともそれを含む理由から職を失っ
ている
（ 6）
。被害者は保護命令を得るためそして裁判所のヒアリングに出るために，
職場を休んだり遅刻したりすることがしばしばある。彼女たちは，精神的ある
いは肉体的問題から職務に集中できなかったり，加害者が職場を見つけ出しさ
らに暴力を加えに来ることを恐れている。そのような長期欠勤による経済的損
失は年間 30~50億ドルにも昇り，そしてヘルスケアにかかるコストは年間 100
億ドルにも及ぶと推定されている
（ 7）
という問題があまり認識されないままに広く
行渡っているにもかかわらず，被害者女性たちを保護するために雇用者が協力
して問題解決にあたることを促進するための包括的立法は未だになされていな
い。州や連邦の雇用法は性差別を通じて幾つかの救済を規定しているが，職場
においてＤＶの被害者を優遇的な保護を受けることのできるクラスの一つとし
て分類している救済は一つもない。現行法には包括的な救済はなく，ＤＶによ
る加害がマーケット全体に影響する問題であるとして認識されていない
（ 8）
。
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２．私的な問題
　この分野における改革に対する障壁は，歴史的そして文化的なものである。
それはＤＶは何であるか，誰が行なうか，どこで行なわれるかということにつ
いての社会のイメージに関連する。また，多くの人々は今もって多くの証拠
があるにもかかわらず，それに反してＤＶを「些細な」問題として考えてい
る。さらに重要なことは社会の中での公的私的領域についての明確で専断的な
分断が，被害者に作用している。ＤＶはしばしば「私的な」問題として見ら
れ，他の者は知ることを望まないそして立ち入ることを望まないことを意味し
てきた。その結果として，被害者は社会的でないあるいは感情的であるとみ
なされたため，被害者が自分の私的な生活を職場に持ち込もうとしたときに
は，雇用者はＤＶが職場において他の人たちに及ぼす影響を無視することがで
きた。文化は被害者女性たちに対して，そのような「純粋に内的な」問題を自
分の残りの人生に引きずることは「許され」ないと，語ることができた
（ 9）
。人工
的に分断された公的私的領域によって，合衆国の法システムはＤＶによるトラ
ウマを精神的そして肉体的な一般的トラウマを超える影響をもつものとして認
識することを，避けてきた
（10）
。また，ＤＶの効果を内的な領域に閉じ込めること
で，虐待がもたらす公的な害悪はチェックされない状態が続いた。このことは
Morrison 判決
（11）
によく表されている。Morrison 判決において最高裁は，ジェン
ダーを動機とする暴力の被害者について連邦の民事上の救済を認めなかった。
Rehnquist 主席裁判官は，その決定にあたって平等保護条項ではなく主に通商
条項によって判断した
（12）
。連邦議会が規制できる活動は，「本質的に経済的な」
事項であるかどうかについて考察すべきであるとした。女性に対する暴力が実
質的に州際通商に影響を及ぼしていることが認識されているにもかかわらず，
最高裁は，そのような暴力は経済的活動そのものではなく，それ故に連邦議会
はそれを救済する法律を制定する権限はないと判断した
（13）
。この判決は，女性に
対する暴力をその実情はローカル的な問題であるとして看做し，女性が経済的
アクターであることを暗に否定している。このような見解は，女性に対する暴
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力（―特に家庭内における―）はしばしば被害者に対する経済的な手法として
用いられ，多くの加害者は被害者を職場から排除しあるいは職務を十分に遂行
できないようにしているという現実を無視するものである
（14）
。
　このような状況を改善していくために，システムを変化させるための機動力
は，ＤＶの経済的影響やさらなる範囲に及ぶ影響について社会や政府の認識か
らもたらされなければならないであろう。それについてはまず，職場でのＤＶ
の問題について概観し，そしてそれが被害者のみならず事業の成否についても
重要であること，雇用者はその問題について理解しそして被害者を保護するた
めに努めることが重要であることを説明することが必要であろう
（15）
。また，現行
の立法や被害を受けている被用者が受けることのできる司法的救済について，
これらの保護が問題に対処するにあたって総合的に適切であるかどうかについ
て検証することを考えなければならないであろう。
３．問題への認識
　ＤＶなどのジェンダーを動機とする加害行為について誤った認識が広く通用
しているようである。その一例として，「正常な」男性なら性的暴力にコミッ
トしないという認識がある。ある男が虐待者であるとき，その男は正常ではな
く従って「性的虐待は逸脱した行為である
（16）
」ということである。このような認
識はいくつかの誤ったそして危険な結論を導くであろう。
　第一に，「きちんとした者」はそのような行動を起こすはずもないという考
えから，非難は被害者の方に向けられる。誰が真実を語り，誰が嘘をついてい
るかを問わず，その女性はコミュニティーによって不必要に犠牲者にされてし
まう。傍観者が加害者の性質が健全であることを強調すれば，事件についての
非難は必然的に被害者に移行する
（17）
。
　第二に，そのような認識は，起きている事例を通常ではないこととして見て
しまう。虐待の事例が明らかに不正で病理的であるにもかかわらず，それらは
例外的であり限られた経験的証拠からは考えることのできない稀なできごとで
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あるということにしてしまうことが，通例的見解にとっては重要なのである
（18）
。
性的な事件を軽視するにあたっては，女性は安全について誤った認識をもって
いるという考え方を提示することが必要になってくるであろう。このような認
識により，男性と同様に女性もが，被害者を保護する手法を進めるについて消
極的になるであろう。そして，問題が十分に認識されないがために，現在起き
ていることに対するシステム的な変化を進めることを妨げることになるであろ
う
（19）
。
　さらに，女性は虐待の関係から容易に「離れる」ことができるという考えは
ナイーブである。彼女が逃げようとすれば加害者はより加虐的になり，彼女に
より激しく暴行を加えることになるであろうことを彼女は恐れているであろ
う。彼女に子どもがいるならば，容易に生活を放棄することはできない。彼女
はパートナーの給料以外に生活のための収入がないこともある。このような問
題の複雑性や重要性を理解することなしに，社会は簡単にその問題がもたらす
効果について目を閉ざしてしまう
（20）
。
４．古典的認識
　19世紀においては，次のような認識が通用していた。男性が市場における
アクターとして活動するべきであるのに対して，女性は家庭内にあるべきもの
であり，その役割は子どもの世話と家事の遂行に追いやられるべきである。家
庭は私的な場所であり，そしてもし家庭内において妻が暴力を受けたとしても，
裁判所は，彼女は何もダメージを受けなかったと判断すべきである。なぜなら，
「カーテンを閉ざし，公衆の注目を浴びることなく，忘れることと許すことを
当事者に委ねる」ことが賢明であるからである
（21）
。家庭内における暴力が公衆の
目にさらされることは，その家庭が自らの傷を癒すことを妨げることになるで
あろう。
　そのようにして，法制度は目を閉ざし続け，家庭の自治の領域を超えて被害
者の人生に及ぶ虐待の効果について認識することを拒み続けた。さらに，「私的」
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の概念それ自身は「秘密が保持されるべき領域」を黙認し続けた。女性たちは
自分たちの人生に及ぶ効果について語ることを拒まれ続け，困惑させられ恥じ
入りそして力なくされ続けた。そのような暴力に対してプライヴァシーを理由
に社会が介入することを拒むことは，それ自身が暴力の一部であると認識され
るべきである
（22）
。
　私的な家庭内での問題……男性の主権の及ぶ城であり，多くの女性は人生の
大半をそこで過し，そこでは女性は暴力を受けたり性的な攻撃を受けることが
多いが……では，女性は保護されない状態にある。家庭で女性が負傷したこと
が判明しても，女性たちはほとんど力なく権利もないようであり，女性により
力をつけ権利を得させようとする論議もされることもない。経験的に言えば，
女性は私的な領域である家庭ではほとんど平等でなく，家庭から離れた公的領
域では平等である
（23）
。男性は家庭における他の男性の領域を尊重し進入しようと
しない。このことは，法律に反映されており，同様に法律の適用においても反
映されているようである。
５．ＤＶの私的領域への閉じ込め
　また，セクハラは，女性の職場における成功に対する病弊である。なぜなら，
女性の伝統的な役割（男性にとって性的対象としての）を職場に持ち込むもの
だからである
（24）
。同様にＤＶは職場における女性の価値を貶めるものである。な
ぜなら，女性の従属的な妻としての（また支配される躾けられるという）伝統
的役割を職場に持ち込むことだからである。職場や家庭において実際に虐待が
起きたかどうかを知ることをしようとしないのならば，その効果は明白である。
ＤＶを私的な領域に追いやってしまうことは，雇用者に認められた権利やそし
て認められた義務までもを無視させてしまうことになるであろう
（25）
。
　ＶＡＷＡの条文においては住宅供給と雇用についてその扱いに差異が見られ
る。新しく設けられた章では，公的な住宅供給における差別禁止条項が採り入
れられている
（26）
。家庭内におけるＤＶの被害者に対する立法的な保護は，政策的
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に可決しうるものであると考えられよう。なぜなら，それは，ＤＶが起こりそ
して影響を及ぼすことは唯一家庭であるという社会的に受け入れられた定説に
合致するからである。注目すべきは，雇用差別についての同様の条文（ＤＶの
状況にあるということが雇用を打ち切ったりあるいは雇用しない理由となる
か）は，当初提案されていたものの，改正されたＶＡＷＡにおいては実現化さ
れなかった
（27）
。雇用の場面においては，女性は公的な位置にあり，そのような領
域ではＤＶが起きたりあるいは彼女に影響したりすることはないからである。
このような公私二分論による考え方は，被害者女性たちの現状を完全に無視す
るものである。彼女たちは保護命令を得る手続きに行くために職場を休まなけ
ればならず，あるいは職場にまで加害者にストーキングされたり，虐待の結果
により憂鬱や不安に悩まされたり，経済的な理由や子どもを加害者と一緒にし
ておけないといった理由から，加害者のもとを離れることができないのである。
そのようにして，女性たちは職場においてＤＶの影響に対してごく僅かな法的
保護しか受けることができないのである。このように公的領域と私的領域との
間の厳格な線引きをすることは，実際の生活では，そのようにきちんと分類で
きるわけではなく，そして性的暴力はそのような専断的方法によって分析し得
るものではないという問題に行き当たってしまう。だがこのような考え方や慣
行は，何世紀にも遡って深く根づき，そしてそれらを根絶やしにするのは困難
になっている
（28）
。
　このような理由から，雇用者たちには問題を無視するというインセンティブ
が働くことになる。第一に，もしこのことを認識していたのであるならば訴訟
になったときに，知らなかったと抗弁することができなくなる。同僚を危険に
さらすからという理由でＤＶの被害者を解雇したならば，雇用者はネグリジェ
ントな解雇ということになるかも知れない。雇用者たちは必要以上に彼等自身
にダメージをもたらすようなことはしたくないであろう。だが，ＤＶの被害者
の人生のそれぞれの刻面においてどのような波及効果をもたらすか，問題にま
さに共通することは何か，なさなければならないことは何かを知ることはでき
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ないであろう。彼等が被害者を助けようと欲したとしても，どのように作用す
るかが不確定なのである。加えて，同様の定説が社会に蔓延し職場の被害者を
苦しめるであろう。そして善良な雇用者は無知と混乱によって悩まされること
になるであろう
（29）
。
第２章　ＤＶの職場での影響と現行法
１．職場への干渉
　被害者女性が虐待の関係から離れることができない要因は，加害者に対して
経済的に依存していることが，それが支配的要因でないとしても，大きな要因
のひとつである。虐待を受けている状況にある女性は，経済的な保護を必要と
しており，独立した生活の基盤となる職場での安全が確保されなければならな
いであろう
（30）
。ＤＶと職場における影響についていくつかの問題点が見られる。
　第一に，家庭で起きている暴力が職場に入ってくることがよくある。場合に
よっては，加害者が職場の同僚であったりさらには上司であったりすることも
あるが，大半は，加害者は拘束を受けるような職に就いておらず，電話，Ｅメー
ルあるいは物理的加害行為を通じて被害者の職場環境に干渉してくる
（31）
。ＤＶの
被害者のおよそ半数は，月に三日以上は職場を休み，約 52％が家庭で受けた
暴力が原因で，あるいは少なくとも原因の一部として，職を失っていることが
報告されている
（32）
。女性たちは加害者が職場に現われるのを恐れ，人生のほとん
どが暴力から逃れるために費やされてしまうこともしばしばある。加害者の多
くは，被害者の職務の遂行に影響を及ぼすような暴力の行使の方法を，特に考
えて行なっている。これは経済的虐待や被害者を意のままにするための重要な
手法であり，加害者が被害者に対して力を誇示するために行なっていることで
ある
（33）
。
　次に，職場での暴力は女性の身体の安全と職務の効率にとって深刻な脅威と
なる。加害者の行動は，被害者との関係における困難さやあるいは加害者に特
定の心理的社会的要因によって動機づけられている
（34）
。
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　第三に，職場での暴力に対応するために雇用者に具体的に掛かってくるコス
トがある。多くの被害者は保護命令を得るためあるいは裁判所に出頭するため
に，過度に遅刻したり職を休んだりする。さらに医療や精神的ヘルスケアを受
けるために休むこともあり，さらにその種のサービスを受けるために職場で電
話の使用を続けたりする。高い比率での人事異動やヘルスケアのコストはまた
雇用者に負の効果を及ぼす。すべての雇用者はＤＶについて対処すべきことを
迫られることになろう。統計によると，被害者または加害者を職場に抱えてい
る雇用者の数は相当数に昇り，それらによって，他の被用者の安全を脅かすの
と同時に，事業の生産性を大きく貶めている
（35）
。
　多くの被害者女性は身体的精神的虐待のために職を探すことも叶わず，社会
的に孤立し，精神的に落ち込み，自分を価値のない者であると思い込んでしま
う。暴力を受けることと自己評価の間には負の関係があることは十分に証明さ
れているという主張もある
（36）
。
　多くの雇用者はそのような問題を認識している。このような認識があるにも
かかわらず，問題を軽減するために積極的な役割を担う雇用者はごく僅かであ
る。そして現行法の下では，そのようなインセンティブはほとんど持てないで
あろう。法律に基づけば，被害者がＤＶの状況にあるという結果差別され解雇
されたとしても，被害者が受けられる法的保護はほとんどない。彼女たちが解
雇されたとき，様々な州法や連邦法に基づいて訴えを起こすことはできるが，
全体として効果をもつものはない。それらの訴訟手段はそれぞれ別個のもので
あり，不法行為や債務不履行といった一般的条項に基づいて行なわれるのみで
ある
（37）
。
２．不法行為・債務不履行
　不法行為訴訟では，雇用者の責任は暴力行為が職場で起きたときには最も明
確である。そのような状況では，雇用者は安全な職場環境を提供するについて
の一般的な義務を怠ったことが推定されよう。ここで，雇用者と被害者以外の
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第三者による加害行為に対して保護義務が認められのは，（1）負傷ないし加害
が予見可能であること，（2）雇用者の怠る事実と加害行為との間にその時にお
ける関係が認められることである
（38）
。
　予見可能性はそのような状況下では重要な用件である。雇用者が，被用者が
危険な状況にあるかどうかを知っているかに係ってくるからである。雇用者が
そのような状況を知っていれば，具体的な犯罪行為は予見可能となり，そのよ
うに具体的な犯罪が予見できたときのみ，雇用者に「保護する義務」が生じ
る
（39）
。逆にそのような犯罪行為が予想できないときには，この責任は認めること
はできなくなる。このように具体的な犯罪行為を予見することを必要とするの
であれば，雇用者の責任というものが認められるのはごく一部のケースになる
のではないかと推定されよう。
　次に，契約の債務不履行についてみてみよう。雇用の終了により，彼女は雇
用者を契約の履行を怠ったことあるいは意図的に不利益を課した，あるいは公
的政策に違反した解雇，契約を誠実に履行しなかったことを理由に，訴えるこ
とができる。これらの主張は，不法行為の主張より認められる可能性は低そう
である。ただし，被用者が受けた指示に従って行為することが不法行為になる
と信じていたことを，雇用者が知っていた場合には認められることがある
（40）
。裁
判所は，被用者が法律に違反することを拒んだことを理由とする解雇について
は，公的政策違反として認めることが多くあるようである。裁判所は，法律違
反をするか職を失うかの選択を迫られた被用者を保護しようとしている。被用
者が解雇の虞から法律違反を行なうことを裁判所は望んでいない。被用者が法
的責任の実行，召喚状に応じるとか陪審員を務めるとかによって解雇されたと
きは，Professional Code of Ethics に違反することを拒んだ者とされる
（41）
。ＤＶ
の被害者が，召喚に応じて裁判所で証言したことにより解雇されたときには，
彼女は勝訴できそうである。被害者女性は保護命令を得るため，職場での安全
を求め，法律上の権利を遂行したのである。しかしながら，この種の主張は認
められそうにないであろう。裁判所が公的政策を示して命令を発するのは，雇
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用者が被用者に対して職務上の要求として法律に違反するように強いたときだ
からである
（42）
。
　したがって，そのような主張の成否は，裁判所がＤＶの被害者を保護するこ
とを州の公共の政策として認識するかどうかにかかってくるであろう。公共政
策は，州の憲法や法律に禁止される根拠となるものが具体化されているときに，
支持されることになるであろう。ある州で裁判所は，具体的な条文を通じて具
体的な保護が受けられると判断しており，保護されるべき被用者のクラスを創
設していない。そして州は虐待の被害者に法律に列挙された事項を越えて利益
や特権を与える資格を認めてはいない
（43）
。
　保護されるべき被害者というクラスを認めないというのが裁判所の意思のよ
うである。また，具体的な法律によって保護を受けることができるとも示して
いる。確かに法律の条文を杓子定規に適用するのであれば，そのような結論に
なるであろう。しかし，法律の欠缺を補うのは裁判所の役割であることを考え
れば，保護すべきクラスやアファーマティブな保護についても考慮していくこ
とが必要であると考えられよう。そのようなクラスの創設やアファーマティブ
な保護を行なうにあたっては，どうしても具体的な法律の制定が必要であるか
どうかを，もう少し考えなければならないかも知れない。
３．差別禁止法
　州レベルで考察すると，すべての州は，職場において負傷したりあるいは雇
用状態の中で負傷した者について労働者に対する保証給付について定めてい
る。ＤＶに関しては，これらの給付は職場においてあるいは「雇用状態から生
じる」暴力といった他の事情において負傷した被害者についても利用可能であ
る。さらに大半の州は，被用者が自身の落ち度なくして職を失ったときについ
て非雇用給付を定めている
（44）
。26の州と首都特別区（District of Columbia）は，
ＤＶの結果として職を失ったり離れた被用者に特に非雇用給付を提供する条文
を制定している
（45）
。いくつかの州では，被用者のために雇用者が保護命令を得る
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ことを認めているところもあり，また雇用者自身のために命令や差止めを求め
ることができる州もある
（46）
。
　ＤＶの被害者を保護するについて最も効果的であるものは差別禁止法である
と考えられる。現在のところただひとつ Illinois 州がＤＶ，性的加害，ストー
キングの被害者に対する差別を禁止した包括的で一般的な法律を定めている
（47）
。
この法律の条文に記された差別禁止事由の中に，個人の形態や挙動に対する応
報として差別することが含まれておりそれにより被害者が保護命令を得るため
に職を休んだり，暴力の結果として職場環境を混乱させたり，職種の変更を要
求したりすることが保護されることになる
（48）
。
　連邦法においては現在のところ，公民権法（Civil Rights Act） による差別禁
止に基づいて，限られた場合にのみ認められている。この主張は三つの原理
（theory） のうち少なくともどれかひとつにあてはまるときに認められてる。
性差別（sex discrimination）（セクハラを含む），ディスパレートな扱い（disparate 
treatment），ディスパレートな影響（disparate impact） の三つである
（49）
。このう
ちディスパレートな影響の原理が，ＤＶを理由とする差別を受けた女性に対し
ておそらく最も広い保護を提供するかも知れない。
　この原理に基づくと，女性は職場におけるポリシーや慣行が差別的影響をか
なり強くもたらしていることを示さなければならない。雇用者が中立的なポリ
シーや慣行を維持し，それが女性に対して不均衡な効果を及ぼしているのなら
ば，雇用者は責任ありということになるであろう
（50）
。原告はそのような慣行と不
均衡との間の関係を証明しなければならない。ＤＶは男性よりも女性に対して
非常に多く影響を及ぼしている。ＤＶの被害者であるという状況に基づいて解
雇や雇用の終了が決定されるのなら，女性に対してディスパレートな影響をも
たらすと主張される。そして，雇用者は原告の主張に対して，ビジネス上の正
当事由で反駁することになるであろう。「ビジネス上必要である」については
とても高いハードルがあるので，雇用者にとってこの負担は厄介なものになる
であろう。雇用者が解雇の決定についてビジネス上の理由から強制できるよう
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な事由を証明できない限りは，その会社は責任を負うことになるであろう
（51）
と主
張される。
　以上見てきたように，ＤＶの被害者であることを理由とする差別による解
雇に対する法的保護の可能性については十分に理由があるように考えられよ
う。だが，差別禁止条項から被害者救済を十分に導き出すことは可能であろう
か。ＤＶの加害者が，職場においてまで被害者に加害行為を行なうことにより
会社の生産性の低下がもたらされる。このような事態に対しては，雇用者をも
保護することを考えなければ，雇用そのものを保護することは困難になるので
はないかと推測されよう。なお，改正されたＶＡＷＡはＤＶの被害者である女
性についての雇用保護を規定しておらず，それに替わって，National Resource 
Center に雇用者と女性についてその権利や支援するためになし得ることにつ
いて教育するために資金を提供することを規定している
（52）
。
第３章　ＤＶの影響への法律の対応
１．法制度のシフト
　新しい法制度の動きに関する分析は，二つの共通した試みを具現している。
ひとつは雇用法の規定のあり方について如何に対応するかである。雇用法は本
質的に雇用者と被用者との関係について規定するものであり，職場に混乱や暴
力を惹き起こす加害者について規定しているわけではない。
　いまひとつは，それに関連して，責任は究極的には加害者にあることは明白
であるが，雇用に関係する便宜供与に関わるコストをどのように配分するかと
いう問題であり，この扱いは困難を極める
（53）
。
　このような試みはＤＶについてのみあてはまるわけではない。便宜供与を規
定している法律については，雇用者がコストを負担するのかどうかにそしてど
の範囲まで負担するのかについての論議が大きな割合を占めている。ＤＶに関
して定めた法律が出現してからは，この問題に対する対応は劇的に異なった態
様となっている。法律によっては，比較的大規模あるいは資金の豊かな雇用者
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に限定して適用するという条文を持つものもあり，反対に，特に刑事司法や公
共の健康をいう観点からすべての雇用者にコストを課すもの，あるいは拡大す
るコストを負担させるための機構を創設するものもある。
　ＤＶへの対応の立法の具体的進展そして，ＤＶを公的な問題として認識する
ことへのシフトにより，制度的な問題対応が求められ，雇用関係をベースとし
た対応方法が現在のところ形成されつつあるように見える。また，ＤＶと雇用
に関する立法において採り入れられた機能の数々は，現行のモデルが雇用と家
族についての問題に取り組むにあたって適切ではなかったことを示しているか
も知れない。問題となっている懸念事項を公共の利益として枠組みを変更する
ことで，バランスをシフトし，すべての雇用者に対して役割を担うように求め
る立法が容易になるのではないかと考えられよう。ＤＶを制度的対応を必要と
する「公的な」問題と枠組みしなおすことで，被害者が休暇を取りやすくする
ような環境を創ることを雇用者に求める立法が可能となると考えられよう
（54）
。
２．被害者の位置づけ
　ＤＶの被害者に対する差別を禁止することによって，対応を試みるという例
もある。ＤＶの被害者という地位（状況）にあることに対する差別による解雇
を禁止するという試みもある。だがこれらに共通するシナリオは標準的な差別
に対する保護によっては必然的にカバーされないのではなかろうか。被害者に
対する差別は，一部は，人種，性別その他のパラダイムによって保護されるク
ラスといった典型的な差別として正確に類似するものではなく，加害者による
暴力が職場に持ち込まれることや，加害者の暴力行為職務遂行に支障をきたす
という理由から解雇されるのである。裁判所が被害者を保護するようなコンセ
プトを見出したとしても，そして司法権が「地位」による差別に対する保護を
定めることとはできないであろう。また，被害者を解雇から保護するために差
別禁止モデルに依拠することについては，ＤＶの被害者であるという地位（状
況）を新たに保護されるべきクラスとして加えることは，また新たな問題を惹
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き起こすかも知れない
（55）
。
３．包括的対応
　現行のパッチワーク的な保護は適切であるとは言い難い。ＤＶに取り組むた
めには，個々の被害者や個々の雇用者の利益の保護よりはむしろ，公的な戦略
として雇用法をさらに発展させることが必要であると考えられる。また，被害
者である被用者が職を失うことなく暴力について表明するための合理的なス
テップを採ることを可能とし，もし必要であるならば，適切な独立した収入源
が必要となってくるであろう。個々の雇用者の見解や被害者の見解からのアプ
ローチでは，奨励者や立法はより包括的な訴えを実現するについての利益を認
識し損ねている。問題を個別的に捉えることで，効果的な改革が採り入れられ
る可能性を低下せしめている。包括的な戦略を進めていくためのステップとし
て，いくつかの可能性が考えられよう。そのひとつとして，被害者を保護され
るべきクラスのひとつとして位置づけることも考えられようが，被害者である
という地位を新たなクラスとして設けることについての懸念から反対する雇用
者も少なくないであろう。差別による不当な雇用状態に対する訴訟が雇用者に
対して数多く提起されることが予想されよう
（56）
。
　被害者が職を離れるときには，非雇用給付を受けることになるのか，あるい
は何か他の独立した収入源を得ることができるのかが重要になってくるであろ
う。包括的な立法政策によって，職場におけるリスクの分析を統合できること
になるかも知れない。被害者が職場にとどまることによる安全確保のためのコ
ストや，職を離れることになった場合の独立した収入の必要性などを考慮しな
ければならない。また被害者が保護命令を求めるためや裁判所の召喚に応じる
ために職場を休むことについての雇用の保護や，雇用者が加害者に対して直接
に法的な手段を講じることができるような立法がなされるべきであろう。その
ように包括的なアプローチによって雇用者と被用者の双方の利益を十分に合理
的に満たすことができ，ＤＶを効果的に表明していくにあたっての公的なコ
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ミットメントをも同様に可能にすることができるであろう
（57）
。
４．雇用者の役割
　個人の雇用上の権利という枠組みでは概念上も実務上にも限界がある。被害
者の個人的な人格よりはむしろ第三者によって起こされる加害行為に対する保
護の必要性は，その問題に取り組むにあたって従来型の雇用差別モデルにた
よっているのでは実質的に限界がある。雇用者と被用者が協働して問題解決に
あたることを提供する方法を発展させるべきであろう。加害行為を受けている
という状況を効果的に表明するにあたって雇用者と被害者が利益を共有するこ
とも考えていかなければならないであろう。そのような状況を創り出していく
ためには，状況に応じてよりテイラード（tailored）な文言によって保護を定
めるような法改正が必要になってくると考えられよう
（58）
。
　単にネガティブな行為を禁止することを越えて，法律の基準は集合的な問題
解決法を推し進めるべきであると考えられる。そのために，雇用者が自主的に
効果的なアプローチを策定し，それを採り入れることも考えられよう。雇用者
は，被害者が自主的にＤＶの状況を表明しそして職場の安全を確保し生産性を
高めるについて協力することについて，被用者と話し合うことが求められるべ
きであろう。そのような対話を求めることによって，雇用者が被害者を非難し
たり，職場に課されるであろう潜在的リスクを大袈裟に言うことを導くような
偏見を排除することができるであろう
（59）
。そして企業がＤＶについて効果的な政
策を実行するにあたってのアファーマティブな防禦（あるいはテイラードな責
任の制限）を創り出すことが適切であると考えられよう
（60）
。
５．保護されるべきクラス
　職場において保護されなかったり差別されたりしているＤＶの被害者が受け
ることのできる現在の救済法について最も問題であることは，それらの救済法
が，虐待の被害者を保護されるべきクラスとして認識していないことであると
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いう主張もある
（61）
。現在の法律は，ＤＶの被疑者は自身の落ち度がないにもかか
わらず資格を奪われているということを理解しそれを反映させるべきであり，
そしてそのような地位（状況）に基づく差別から被害者は保護されるべきであ
ると主張される
（62）
。包括的な改革によりそれらの問題はシステム的な原因による
ものであり，被害者に帰責されるものではないと認識することが重要である。
そのような法律改正がなくては女性や被害者に対してシステムは彼女たちを保
護していないという誤ったメッセージを送り続けることになるであろうとす
る。法律がこの問題を認識することを拒否することは，他の形態の性的暴力か
らの保護を法システムが否定するということとパラレルにある。これらの法律
はこの問題を認識しないことによって，表明されるような問題は存在しないと
主張し，被害を受けている人々を沈黙させそして保護を主張する者を落胆させ
ようとしている
（63）
と主張される。
　ＤＶの被害者を保護されるべきクラスの市民として認識されることが，なさ
れるべきであろう。身近なパートナーからの暴力による被害者に対して高めら
れた保護が与えられるべきであり，それにより，これらによる差別されている
人々に訴訟を通じて救済を与えることが許容されることになり，そして被害者
に向けられた非難を加害者に向けるようにシフトすることになるであろう
（64）
と主
張される。
６．被害者への経済的支援
　経験的なスタディによると，経済的な独立が被害者が虐待から離れること
を可能にする主たる要因であることが示されている
（65）
。ＡＤＡ（American with 
Disabilities Act）は疾病等を持つ人々に対しての雇用，住宅供給，公的便宜供
与について定めているが，自分ではコントロールできない事由による差別やそ
れらの人々が個人の能力とは無関係にステレオタイプによって判断され社会に
参加することを拒まれているといった差別が持続されているという理由から，
連邦政府によって制定されたものである。ＡＤＡの目標は，機会の平等を保障
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することであり，社会への参加，独立した生活そして経済的に自立できること
を保障するものである
（66）
。ＡＤＡはこれらのグループの人々が，経済的独立を達
成しそれにより独立した生活を営むことへと導かれることを確保しようとして
いる。そしてＤＶの被害者は，その疾病がＤＶの結果惹き起こされたときに
は，ＡＤＡが適用されることにもなりそうだが，ＡＤＡはＤＶの被害者をひと
つのグループとして保護していない。現行法の基準では「疾病」はとても狭く
定義されており，多くの事例には適用されず，あるいは虐待によって難聴，失
明その他認識できる障害が生じない限り適用を受けない。被害者が保護を受け
るためには，恒常的な身体的障害が起きるまで待たなければならないのであろ
うか？このように現行法はＤＶの被害者に包括的な保護を提供していない
（67）
。
むすびにかえて
　被害者に対する包括的救済法を創設することの必要性は十分に認められると
考えられるが，そのためのステップとして被害者を保護されるべきクラスのひ
とつとして認識することが，はたして正確に適切であると言えるであろうかと
いう疑問が生じてくるかも知れない。先にも記したように，雇用問題において
被害者はその地位によって解雇されるのではなく，加害者による暴力が職場に
持ち込まれることや，加害者の暴力行為が職務遂行に支障をきたすという理由
から解雇されるのである。あるいは被害者に対する差別は，人種，性別その他
のパラダイムによって保護されるクラスといった典型的な差別と正確に類似す
るものではないであろう
（68）
と考えられるかも知れない。ＤＶの被害者を保護され
るべきクラスと認識し，アファーマティブな保護ないし救済を提供するという
主張ないし提案は，十分に魅力的なものであると考えられよう。しかし，ア
ファーマティブアクションにおける典型的な差別と正確に類似するものではな
いかも知れない。もしそうであるならば，クラスとして認識されることは困難
となり，アファーマティブな保護を受けることについてのその前提ないし基礎
を欠くということになってしまうかも知れないと推定されよう。
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　そうであるとすれば，被害者に対する差別はそもそも差別なのか，あるいは
差別であるとしてもそれはクラスとして認識され得るであろうかどうかについ
ての検証・考察が必要になってくるかも知れない。そのためには，被害者に対
する排斥意識は何を原因としどのようなメカニズムで起きているのか，典型的
な差別とはどこにどのような差異があるのか，クラスとして認識されるべき差
別と類似する点と類似しない点などを精査し，明らかにしていく必要があると
考えられよう。そのような差異や類似点・非類似点を明らかにしていくことに
よって，法的な対応や救済というものを創造し構築していくための，重要な手
掛りないしヒントを提示できるかも知れないと考える。
　本稿のテーマであるＤＶとアファーマティブアクションの関係について論じ
た論文を少ししか見つけることができなかったために，本稿ではそれらの論者
の主張を紹介する程度のものとなってしまった。引き続きアファーマティブな
保護や救済について検証・考察を続ける所存である。また，日本においてはア
ファーマティブアクションのような制度があるわけではないので，このような
救済方法は日本においてはそもそもこの方法を導入する前提を欠くことになる
と考えられるが，ＤＶの被害者に対する差別に関しては，保護されるクラスと
いった典型的な差別と性格に類似するものではないかも知れないので，そのよ
うなときには，この救済方法は日本においても導入可能なものであるかも知れ
ない。それはいかなる原理によりいかなる救済方法となり得るであろうか，そ
の可能性についても考察していこうと考える。
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